 資料５ 
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船橋市住生活基本計画（案）





基本理念・目標





子育てに対応した住まいづくり


「夫婦と子ども」など子育て世帯の割合が高い一方で、子育て世帯の誘導居住面積水準は、水準未満の世帯の割合の6割と高く、市民意識調査においても、住宅に関する困り事・心配事として「住宅の広さ・間取り」を挙げる声も多いことから、快適に居住できるよう、住まいづくりや居住環境整備を進めていく必要があります。





高齢化社会に対応した住まいづくり


高齢者が住み慣れた地域で健康に暮らし続けるために、高齢者向け住宅の供給やバリアフリー改修など、地域包括ケアシステムと連動した住まい・住環境づくりが必要です。





住宅ストック量の適正な管理と質の向上


住宅ストック量は既に充足しており、将来的には人口減少も予測されていることから、良質な住宅の供給を促進すると共に、ライフスタイルに応じて既存ストックの質を向上させ、有効活用していくことが求められます。また、空き家についても適正な管理、活用、除却を促進するとともに、空き家予防の取組みにより、住宅ストックを循環させることが必要となります。





分譲マンションの適切な管理


分譲マンションに居住する世帯の割合が約4分の1と高く、管理上の課題も見られることから、マンションの計画的な維持管理を推進する必要があります。また、市内のマンションのうち4分の1は築40年を超えており、老朽化したマンションの耐震化や大規模修繕・建替えが円滑に行われるよう支援に努める必要があります。





住宅セーフティネットの構築


社会情勢の変化による低所得者の増加や、高齢者世帯の増加などにより、住宅確保要配慮者に対する対応がよりいっそう求められています。関係機関や民間賃貸住宅等との役割分担により、市民が安心して地域に住み続けられるための仕組みづくりが必要といえます。





安全安心で快適な居住環境の形成


東日本大震災以後市民の意識に変化があり、地震時の住宅の安全性を重要視する傾向があります。市民意識調査においても、耐震性や住宅の老朽化を不安に挙げる声が多く、騒音など住環境に関することを挙げる声も多いことから、安心安全な住環境の整備が必要といえます。





環境への取り組み


長期にわたって住み続けられる住宅を考えるうえでも環境への配慮は欠かせませんが、省エネルギー設備の普及率が県や全国に比べて低いことから、低炭素社会への対応を促進するとともに、建物の外観や敷地内の緑化などにより景観にも配慮した住まいづくりが求められます。








現状に対する問題・課題








1-1子育て世帯の居住環境整備


・市営住宅の優先枠の設定（ひとり親世帯他）


・親元近居住宅取得促進助成制度　検討


1-2高齢者の住まいに係る取り組み


・地域包括ケアシステムの推進


・高齢者福祉施設整備費補助


・高齢者住宅改造資金の助成


2-1住宅ストックの質の向上


・長期優良住宅の普及の促進・認定


・住まいづくり相談の実施


・バリアフリー化助成制度　検討


・分譲マンション共用部分バリアフリー化補助制度　検討


2-2分譲マンションの適切な管理


・マンション管理士等派遣事業


・マンションセミナーの開催


・マンション管理組合協議会　検討


・マンション管理条例　検討


2-3空き家の管理と空き家防止対策


・空き家の適正管理に関する対策事業


・「マイホーム借上げ制度」の普及


2-4環境への配慮


・太陽光発電システム・省エネルギー設備設置費の助成


・住宅の省エネ改修促進税制の情報提供


3-１住宅確保要配慮者への対応


・市営住宅供給計画に基づく供給


・居住支援協議会の設立　検討


・被災者住宅提供事業　検討


4-1安全・安心な住生活の確保


・急傾斜地崩壊対策事業


・危険コンクリートブロック塀等撤去助成事業


・住宅耐震改修助成事業


・防犯灯設置支援事業


・木造住宅・マンションの耐震診断費用の助成


・密集市街地整備の計画、方針、手法の検討


4-2良好な居住環境


・景観行政推進事業


・都市公園整備事業














施策（イメージ）





［人口・世帯動向］


・船橋市の人口は漸増しており、平成26年現在で約62万人、世帯数は約27万世帯に達しています。


・市外への通勤・通学が約19万人に対し、市内への通勤・通学が約9万人と、市外への流出が、市内への流入の2倍以上となっています。


・年齢別人口では、年少人口が減少し高齢者人口が増加する少子・高齢化が進んでおり、今後もこの傾向が続くものと予測されています。


・高齢者のいる世帯は年々増加を続け、全世帯の3割に達しています。内訳をみると、高齢単身世帯、高齢夫婦世帯の増加が顕著となっています。





[住宅事情]


・船橋市の住宅数は増加を続けており、平成25年現在で約30万戸となっています。


・世帯に対する住宅数は約1.12倍となっており、住宅ストックの量は充足しているといえます。


・空き家率は、平成25年で10.3%と県や国に比べて低い値となっています。人口・世帯の増加に伴い空き家率は低下していますが、空き家の戸数はやや増加しています。


・持家の割合が県や国の平均に比べ低い一方で、UR・公社や民営借家などの割合が高く、様々なタイプの住宅が混在しています。


・分譲マンション数が約1100棟で約6万戸あり、マンションの占める割合が高くなっています。


・1住宅あたりの床面積は、持家・借家ともこの10年間で微減しており、県や国と比べても低い水準となっています。


・新耐震基準が施行された昭和56年よりも前に建築された住宅の割合は、2３.8%と県や全国に比べて低くなっています。


・高齢者のための設備を備えた住宅は、県や国と同程度の水準となっていますが、高齢者等の設備がない住宅は未だ半数近くあります。


・誘導居住面積水準以上の世帯をみると、高齢夫婦の達成率が高い一方で、子育て世帯では水準未満の割合が62.8%と高く、特に「夫婦と6～17歳の者」からなる世帯で水準未満の割合が高くなっています。





[市民の意識]


・市内への定住意向は、「住み続けたい」と「しばらくは住み続けたい」が合わせて78.5%となっています。


・現在の住まいで困っている事は、「耐震性」や「住宅の老朽化」の割合が高くなっています。子育て世帯を含む二世代、三世代世帯についてみると、「住宅の広さ・間取り」の割合が「耐震性」「住宅の老朽化」に次いで高くなっています。





[分譲マンションの実態]


・市内には築40年を超える分譲マンションが約300棟あり、マンション全体の4分の1を占めています。


・居住者の高齢化による管理組合の担い手不足等があり、分譲マンションが抱える問題等が多様化しています。





[環境保全について]


・環境に配慮した住まいづくりは全国的な課題となっています。省エネルギー設備を備えた住宅は「二重サッシ又は複層ガラスの窓」が19.9％など、県や国に比べ普及率が低く、省エネ法に基づく住宅の


　省エネルギー性能の向上や、自然エネルギーの有効活用等、環境への配慮は一層必要となります。

















船橋市の現状








[基本理念]

















[基本目標]





「人にやさしく安全に


住み続けられるまち」の実現





２．良質な住宅ストックの形成 





1.多様なニーズに応じた住まいづくりの推進（課題1.2より）





2.住宅ストックの適正な管理と質の向上（課題3.4.7より）





3.居住の安定の確保（課題５より）





４.安全・安心な居住環境の実現


（課題6より）








３．良好な居住環境の形成





６．地域特性に応じた施策の展開
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